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研究成果の概要（和文）：　本研究は、親権の内容の一つとされる財産管理権が共同で行使されることの意味を明らか
にすることを目的として、フランスの親権委譲制度（親権を第三者が行使する可能性を認める制度）を参照して分析に
取り組んだ。その結果、分担委譲（委譲者たる父母と被委譲者たる第三者とが親権を共同行使できる類型の委譲）の可
否を決するにあたっては、委譲者と被委譲者と子が共同生活関係にあることが考慮される傾向にあるものの、財産管理
権に関しては、共同生活関係があることを根拠としてこれを認めるという発想は乏しいことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to discuss the importance of exercising the right of 
parentale authority concerning the joint administration of property. For that purpose, this study refers t
o the "delegation de l'autorite parentale" from the French system. (The system includes the possibility th
at a third party may exercise the parental authority.) As the result, it became clear that cohabitation it
self should not grant one the right to administer the child's property. However, it tends to be taken into
 consideration when deciding whether or not "delegation-partage de l'autorite parentale" (the delegation s
ystem, with which parents as the "delegant", and the third party, "delegataire", share the parental author
ity) should be granted.
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１．研究開始当初の背景 
（１）周知のとおり、日本に限らず世界的に、
離婚・再婚の数が増加している。再婚により
新たな家庭が形成される結果、いわゆる連れ
子と継親との法律関係がどのように規律さ
れるべきかが問われることになる。しかし、
日本法は、このような場合を想定した規定を
設けていない。そのため、両親が離婚（し、
あるいは再婚）する場合に、未成年子につい
ての財産管理権はだれに帰属するのかにつ
いても、何ら定めがない。 
 
（２）日本法のもとでは、離婚の際、父母の
間で親権と監護権を分属させることは可能
であるとされている（766 条）が、親権のう
ち、財産管理権については親権者か監護権者
かいずれが有することになるのか。 
そもそも、財産管理権は、夫婦間の協議も

しくは家裁の審判によってその帰属先が変
動しうる性質を有するものかどうかという
ことも、1 つの問題である。つまり、財産管
理権は、その性質上、監護権者など、親権者
以外の者にも帰属しうるのかも問われなけ
ればならない。 
ここでは、実際に子と生活を共にする親、

つまり離婚時に監護権者と指定された親の
一方が財産管理権を持つほうが便宜的であ
ると考えることができる一方で、監護権者と
定められなかった他方の親に対しても、子に
ついての親の最低限の権利として、財産管理
権を認めるべきではないかという考え方も
ありうる。 
このように、親権者の有する財産管理権の

性質がまだ十分に明らかとなっていないこ
とが、本研究を始めるに至った背景となって
いる。 
 
 
２．研究の目的 
（１）本研究は、再婚家族における財産管理
権の在り方を考察するための序論的研究で
ある。そのために、まず、財産管理権は、そ
の性質上、監護権者など、親権者以外の者に
も帰属しうるのかを明らかにすることを本
研究の目的とした。 
 
（２）筆者はこれまでに、フランス法におい
て認められている親権の委譲制度について
研究をおこなってきた。その中では、再婚家
族の増加により、継親と連れ子との法律関係
をいかに規律すべきかを問うと同時に、委譲
制度を用いれば第三者が親権を行使するこ
とができるという点に着目して、親権は誰に
帰属し、誰が行使しうるのかということを検
討した。しかし、それまでの研究では、親権
のうち主に身上監護権を中心に検討をおこ
なってきたため、財産管理権の研究は十分で
なかった。そのため、まずは親権者の財産管
理権の性質を明らかにすることが重要であ
ると考えた。 

 
 
３．研究の方法 
（１）主として、フランス法における財産管
理権の共同性に着目して研究を進めた。財産
管理権はいかなる場合に共同行使され、いか
なる場合であれば単独行使とされるのか。共
同性の意義はどこにあるのかという点に注
意を払った。 
 
（２）国内の判例および学説を整理したうえ
で、フランス法との比較研究をおこなった。
フランス法については、学説および判例を用
いて未成年者の財産管理権に対する理解に
努めた。また、フランスに赴き、関係資料を
入手して研究に利用したほか、未成年者の財
産管理権を中心に研究するフランス人研究
者へのインタビューもおこなって理解を深
めた。 
 
 
４．研究成果 
（１）フランス法における親権委譲制度は、
平成 23 年に親権法改正をおこなった日本法
のように親権（身上監護権または財産管理
権）全体を一時的に停止させるのではなく、
親権を構成する権利義務のうち、特定の権利
義務を指定して委譲することも、親権全部を
委譲することもできる。 
 ただし、ここでいう親権の捉え方が日本法
における一般的な捉え方とは異なる。すなわ
ち、フランス法は、親権を構成する権利義務
をその性質に応じて区別し、「親権の帰属
（titularilté de l’autorité parentale）」
と「親権の行使（exercice de l’autorité 
parentale）」という概念を用いて把握する。
親権をこのように把握することによってこ
そ、親権委譲という制度が理論的に可能にな
る。 
 
（２）親権委譲には、父母の意思に基づいて
委譲される任意委譲と、父母の意思に基づか
ずに委譲される強制委譲とがある。 
親権を構成する権利義務のうち、本研究が

分析の対象とした財産管理権は、原則として
父母によってのみ行使されるものであるこ
とが明らかになった。ただし、強制委譲の場
合には、父母の不適切性を理由に、財産管理
権をも委譲の対象とすべきと考えられてい
る。 
 
（３）また、分担委譲（délégation-partage）
という、委譲者たる父母と被委譲者たる第三
者との親権の共同行使を可能とする類型の
委譲も存在する（任意委譲、強制委譲、分担
委譲の関係について、図１を参照）。この類
型においては、裁判官がその可否を審査する
にあたっては、委譲者と被委譲者と子が共同
生活関係にあることが考慮される傾向にあ
るが、財産管理権に関しては、共同生活関係



があることを根拠としてこれを認めるとい
う発想は乏しい。 
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（４）以上のように、フランス法において、
親権者の有する財産管理権は、原則として父
母によって行使されるものである。しかし、
強制委譲がおこなわれるような事情がある
場合には、財産管理権も第三者への委譲の対
象となりうる。 
日本法においては、親権のうち、身上監護

権については第三者による行使の可能性が
指摘されているものの、財産管理権について
はそのような発想はこれまでなされていな
い。その意味で、親権の性質上、また理論上、
そのような可能性があることを示すことが
できた点に、本研究の意義があると考えてい
る。 
 
（５）また、親権委譲という制度そのものの
機能として、安定的な養育事実のある家族が
存在する場合に、その事実状態に対して法的
根拠を付与することの意義は大きいと考え
ている。日本では、事実状態のままに任せる
傾向にあるが、それに対応した権利義務の付
与が必要な場合もありうるだろう。 
フランス法は、親権の中でも委譲しえない

部分を探求しつつ、子を養育する第三者にど
のような権利義務を付与することが子の利
益に適うのか、という視点で裁判官による判
断が行われている。 
何が子の利益に当たるのかは判断の難し

いところであるし、特に多様な形態のありう
る再構成家族における子の利益とはどのよ
うなものなのかということは今後の課題と
するほかない。しかし、それでも、養育事実
に対して一定の権利義務を認めることには、
少なくとも意義が認められるのではないか
と考える。 
 
（６）以上の研究成果を踏まえ、今後は、親
権は第三者によっても行使されうる点に着
目しつつ、そこで認められるべき第三者の範
囲について分析することを予定している。 
家族の形態は多様化し、父母双方による子

の養育は必ずしも標準的な家族の形態では
なくなっている現状がある。父母に共同親権
を認めるか否かを議論することと同時に、子
が共同生活を送っている父母以外の第三者

との法的位置づけを議論する必要があると
考えている。 
 本研究は今後の研究にも大いに役立つも
のである。 
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